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P１

款・項・目 020106財産管理費

※事務事業コード／ 0102010603 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 総務部 課 検査管財課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体
総合計画

コード

年度）

5423
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

・千代田庁舎の施設維持と普通財産の管理。
・千代田庁舎において管理する福祉バス及び集中管理を行っている公用車の安全管理。

内　容
（概要）

千代田庁舎の管理及び修繕。
福祉バスの効率的で適切な運行・貸出業務に努める。
公用車は安全管理の観点から購入後13年を目途に更新する。貸出状況を勘案し、必要に応じ新規車両を購入する。

事業名 03千代田庁舎等財産管理事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容

照明器具･冷暖房施設等使用機器類の保
守点検及び修繕等。
福祉バスの管理と公用車の車検・修繕・保
険加入等の維持管理。新規車両の購入。

照明器具･冷暖房施設等使用機器類の保
守点検及び修繕等。
福祉バスの管理と公用車の車検・修繕・保
険加入等の維持管理。

照明器具･冷暖房施設等使用機器類の保守点検及び
修繕等。
福祉バスの管理と公用車の車検・修繕・保険加入等の
維持管理。

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 55,024,363 一般財源 50,891,665 一般財源 55,617,000
計 55,024,363 計 50,891,665 計 55,617,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 55,024,363 決算額計 50,891,665

金額 うち臨時分
09 旅費 32,000 07 賃金 1,244,670 09 旅費 70,000
11 需用費 17,174,200 09 旅費 36,000 11 需用費 21,608,000
12 役務費 11,434,414 11 需用費 18,764,101 12 役務費 11,206,000
13 委託料 14,553,264 12 役務費 11,293,954 13 委託料 15,200,000
14 使用料及び賃借料 5,337,072 13 委託料 14,418,519 14 使用料及び賃借料 7,202,000
15 工事請負費 1,974,000 14 使用料及び賃借料 4,725,664 19 負担金、補助及び交付金 58,000
18 備品購入費 4,259,913 19 負担金、補助及び交付金 58,000 27 公課費 273,000
19 負担金、補助及び交付金 58,000 22 補償補填及び賠償金 112,757
27 公課費 201,500 27 公課費 238,000

予算現額計 55,617,000
62,112,000 Ｈ22当初予算額 53,213,000 伸び率(％) 対・予 4.5

人件費 職員人件費 4.6 人工 36,593,000 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

37,200,200 職員人件費 4.8 人工
対・決 9.3

38,223,250
総事業費 歳出+職員人件費 91,617,363 歳出+職員人件費 88,091,865 歳出+職員人件費 93,840,250

4.6 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

庁舎玄関側清掃 回 庁舎玄関側の清掃を週一回実施する。
目標 51

福祉・送迎バスの定期点検 回 法廷点検3回/年　車検1回/年
目標

51 52
実績 51 49

4 4 4
実績 4 4

成果
指標

苦情回数 回
目標 0

故障回数 回
目標

0 0
実績 0 0

0 0 0
実績 0 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
福祉バス（大型）の民間委託と市福祉バス使用要綱の見直し及び予算
措置。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）

福祉バス（大型）借上料を担当課へ予算措置する。また、福祉バスの使
用要綱の一部改正、事務分掌の見直しをする。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
庁舎利用の安全性を確保するために適切な維持管理を行う。また、福祉バス・公用車の安全
点検を行う。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

霞庁舎にある福祉バスを含めて、市の福祉バスに対する考え方の検討
が必要となる。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 課長　石塚英幸 担当課名 検査管財課
庁舎の清掃及び花や植栽等の庁内管理に努めた。また、福祉バスについては日常の整備管
理を徹底するとともに、交通法規を遵守し事故がないよう安全運転を心がけた。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

庁舎修繕に伴い、蛍光灯のLED化及び空調の統一化を図り、節電・節
減に努める。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 　横瀬典生 担当部名 総務部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
福祉バスの運行業務について、福祉バスの老朽化及び運転手の退職等に伴い民間への委託
を検討する。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額
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P１

款・項・目 020106財産管理費

※事務事業コード／ 0102010604 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 総務部 課 検査管財課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体
総合計画

コード

年度）

5417
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

入札制度・工事監督・検査それぞれの執行体制の業務改善を行う。

内　容
（概要）

建設工事・業務委託・物品製造に関し、契約から竣工までの業務を行う。また、入札制度・工事監督・検査それぞれの執行体制の業務改善を行う。

事業名 04入札及び契約業務事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容
入札制度・工事監督・検査の検討及び入
札監視委員会による入札契約の適正な執
行を図る。

入札制度・工事監督・検査の検討及び入
札監視委員会による入札契約の適正な執
行を図る。

入札制度・工事監督・検査の検討及び入札監視委員会
による入札契約の適正な執行を図る。

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 120,831 一般財源 108,838 一般財源 90,000
計 120,831 計 108,838 計 90,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 120,831 決算額計 108,838

金額 うち臨時分
08 報償費 54,000 08 報償費 54,000 08 報償費 54,000
11 需用費 12,831 11 需用費 12,838 09 旅費 2,000
14 使用料及び賃借料 54,000 14 使用料及び賃借料 42,000 11 需用費 13,000

14 使用料及び賃借料 21,000

予算現額計 90,000
154,000 Ｈ22当初予算額 109,000 伸び率(％) 対・予 -17.4

人件費 職員人件費 2.9 人工 23,069,500 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

23,452,300 職員人件費 3.0 人工
対・決 -17.3

24,141,000
総事業費 歳出+職員人件費 23,190,331 歳出+職員人件費 23,561,138 歳出+職員人件費 24,231,000

2.9 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

入札監視委員会の開催 回 年2回
目標 2

目標

2 2
実績 2 2

実績

成果
指標

入札の透明性の確保
目標 無し

目標

無し 無し
実績

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 電子入札の導入。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）

電子入札の実施に向けた環境整備費用及び使用料の予算措置を行う。
市監視委員会からの提言を受け、市入札制度検討委員会で検討する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

適正化法と品格法を基に透明性及び公正な競争を確保する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

入札制度等について、市入札制度検討委員会で検討を重ねる。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 課長 石塚英幸 担当課名 検査管財課
入札制度について、市入札監視委員会からの提言を基に、市入札制度検討委員会で検討し改
正を行った。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

電子入札を導入し透明性の確保、品質・競争性の向上、コスト縮減、事務
の迅速化に努める。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 　横瀬典生 担当部名 総務部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

更なる透明性・公正な競争を確保するため入札制度の検討・改正に努める。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額


